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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（１）加熱により遊離ラジカルを発生する硬化剤、（２）ラジカル重合性物質、（３）
２官能エポキシ樹脂と２官能フェノール類を重付加させることにより得られるフェノキシ
樹脂を必須成分として含有する接着剤組成物であって、
　フェノキシ樹脂のガラス転移温度が、１１０～１８０℃である接着剤組成物。
【請求項２】
　導電性粒子をさらに含有する請求項１に記載の接着剤組成物。
【請求項３】
　第一の接続端子と該接続端子を支持する第一の基板とからなる第一の回路部材と、第二
の接続端子と該接続端子を支持する第二の基板とからなる第二の回路部材とを、第一の接
続端子と第二の接続端子を対向して配置し、前記対向配置した第一の接続端子と第二の接
続端子の間に請求項１または請求項２に記載の接着剤組成物を介在させ、加熱加圧して前
記対向配置した第一の接続端子と第二の接続端子を電気的に接続させる回路端子の接続方
法。
【請求項４】
　少なくとも一方の接続端子の表面が金、銀、錫、白金族の金属、インジユウム－錫酸化
物（ｌＴ０）から選ばれる少なくとも一種で構成される請求項３に記載の回路端子の接続
方法。
【請求項５】
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　少なくとも一方の接続端子を支持する基板が有機絶縁物質、ガラスから選ばれる少なく
とも一種で構成される請求項３または請求項４に記載の回路端子の接続方法。
【請求項６】
　少なくとも一方の回路部材表面が窒化シリコン、シリコーン化合物、ポリイミド樹脂か
ら選ばれる少なくとも一種の化合物でコーティングされている、もしくは該化合物が少な
くとも一方の回路部材表面に付着している請求項３ないし請求項５のいずれか一項に記載
の回路端子の接続方法。
【請求項７】
　請求項３ないし請求項６のいずれか一項に記載の回路端子の接続方法で得られる回路端
子の接続構造。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、接着剤組成物、それを用いた回路端子の接続方法及び回路端子の接続構造に関
する。
【０００２】
【従来の技術】
近年、精密電子機器の分野では生産性の向上の点から、回路間の接続を行う工程における
接続時間が短くなってきている。このため、回路接続部材は十分な接続時間が得られない
ため、電気的な接続信頼性を確保できない恐れがある。この問題を解決するため、低温速
硬化性に優れ且つ、可使時間を有する電気・電子用の接着剤組成物が開発されている（例
えば特開平１１－９７８２５号公報）。
【０００３】
【発明が解決しようとする課題】
しかしながら、上記回路接続部材は温度サイクルや高温放置により接続部分の電気抵抗値
が上昇し、接続信頼性が低下するという問題があった。特に、回路端子を支持する基板が
ガラスの場合、または回路部材表面が窒化シリコン、シリコーン樹脂、ポリイミド樹脂で
コーティング、もしくはこれらの樹脂が回路部材表面に付着していた場合、著しく接続信
頼性が低下する問題があった。
本発明は、回路端子を支持する基板が有機絶縁物質、ガラスから選ばれる少なくとも一種
からなる回路部材及び表面が窒化シリコン、シリコーン樹脂、ポリイミド樹脂から選ばれ
る少なくとも一種でコーティングもしくは付着した回路部材に対して、特に温度サイクル
や高温放置後も低抵抗の電気接続が得られる電気・電子用の接着剤組成物、それを用いた
回路端子の接続方法及び回路端子の接続構造を提供するものである。
【０００４】
【課題を解決するための手段】
本発明の接着剤組成物は、相対峙する回路電極間に介在され、相対向する回路電極を加圧
し加圧方向の電極間を電気的に接続する接着剤組成物であって、（１）加熱により遊離ラ
ジカルを発生する硬化剤、（２）ラジカル重合性物質、（３）フィルム形成材を必須成分
として含有する接着剤組成物であり、フィルム形成材のガラス転移温度が８０～２００℃
であるのが好ましく、１００℃～１８０℃であるがより好ましい。
フィルム形成材のガラス転移温度が８０℃未満の場合、回路電極間を接続後、温度サイク
ル試験や高温放置試験を行うと接続部分の電気抵抗値が上昇してしまうので好ましくなく
、また２００℃を超えて高い場合、回路電極間を接続する際、接着剤の流動性が低下し電
気抵抗値が上昇するので好ましくない。
さらに、本発明に用いられるフィルム形成材は、フェノキシ樹脂であると好ましい。
本発明では、（１）加熱により遊離ラジカルを発生する硬化剤、（２）ラジカル重合性物
質、（３）フィルム形成材に導電性粒子を含有すると好ましい接着剤組成物である。導電
性粒子として、表面が、金、銀、白金属の金属から選ばれる少なくとも一種で構成される
ものを使用することが好ましい。
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本発明の回路端子の接続方法は、第一の接続端子を有する第一の回路部材と、第二の接続
端子を有する第二の回路部材とを、第一の接続端子と第二の接続端子を対向して配置し、
前記対向配置した第一の接続端子と第二の接続端子の間に上記の接着剤組成物を介在させ
、加熱加圧して前記対向配置した第一の接続端子と第二の接続端子を電気的に接続させる
ものである。
接続端子の少なくとも一方の表面が金、銀、錫、白金族の金属、インジユウム－錫酸化物
（ＩＴ０）から選ばれる少なくとも一種で構成させることができる。
回路端子を支持する基板を有機絶縁物質、ガラスから選ばれる少なくとも一種で構成させ
ることができる。
少なくとも一方の回路部材表面が窒化シリコン、シリコーン化合物、ポリイミド樹脂から
選ばれる少なくとも一種でコーティングもしくは付着していることができる。
本発明の回路端子の接続構造は、上記した第一の接続端子を有する第一の回路部材と、第
二の接続端子を有する第二の回路部材とが、第一の接続端子と第二の接続端子を対向して
配置されており、前記対向配置した第一の接続端子と第二の接続端子の間に上記の接着剤
組成物が介在されており、前記対向配置した第一の接続端子と第二の接続端子が電気的に
接続されているものである。
【０００５】
【発明の実施の形態】
本発明で使用するフィルム形成材としては、フェノキシ樹脂、ポリビニルホルマール樹脂
、ポリスチレン樹脂、ポリビニルブチラール樹脂、ポリエステル樹脂、ポリアミド樹脂、
キシレン樹脂、ポリウレタン樹脂等が拳げられる。フィルム形成材とは、液状物を固形化
し、構成組成物をフィルム形状とした場合に、そのフィルムの取扱いが容易で、容易に裂
けたり、割れたり、べたついたりしない機械特性等を付与するものであり、通常の状態で
フィルムとしての取扱いができるものである。このフィルム形成材のガラス転移温度は、
接続信頼性の点から８０～２００℃であるのが好ましく、さらに好ましくは１００～１８
０℃である。
ここで規定したガラス転移温度とは、フィルム形成材を示差走査熱量計（ＤＳＣ）により
測定したガラス転移温度である。
フィルム形成材の中でも接着性、相溶性、耐熱性、機械強度に優れることからフェノキシ
樹脂が好ましい。
フェノキシ樹脂は２官能フェノール類とエピハロヒドリンを高分子量まで反応させるか、
又は２官能エポキシ樹脂と２官能フェノール類を重付加させることにより得られる樹脂で
ある。具体的には、２官能フェノール類１モルとエピハロヒドリン０．９８５～１．０１
５とをアルカリ金属水酸化物の存在下で非反応性溶媒中で４０～１２０℃の温度で反応さ
せることにより得ることができる。
また、樹脂の機械的特性や熱的特性の点からは、特に２官能性エポキシ樹脂と２官能性フ
ェノール類の配合当量比をエポキシ基／フェノール水酸基＝１／０．９～１／１．１とし
アルカリ金属化合物、有機リン系化合物、環状アミン系化合物等の触媒の存在下で沸点が
１２０℃以上のアミド系、エーテル系、ケトン系、ラクトン系、アルコール系等の有機溶
剤中で反応固形分が５０重量部以下で５０～２００℃に加熱して重付加反応させて得たも
のが好ましい。２官能エポキシ樹脂としては、ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂、ビスフ
ェノールＦ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＡＤ型エポキシ樹脂、ビスフェノールＳ型エ
ポキシ樹脂などがある。２官能フェノール類は２個のフェノール性水酸基を持つもので、
例えば、ハイドロキノン類、ビスフェノールＡ、ビスフェノールＦ、ビスフェノールＡＤ
、ビスフェノールＳ等のビスフエノール類などが挙げられる。フェノキシ樹脂はラジカル
重合性の官能基により変性されていてもよい。フェノキシ樹脂は、単独で用いても、２種
類以上を混合して用いてもよい。
【０００６】
本発明で使用する加熱により遊離ラジカルを発生する硬化剤としては、過酸化化合物、ア
ゾ系化合物などの加熱により分解して遊離ラジカルを発生するものであり、目的とする接
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続温度、接続時間、ポットライフ等により適宜選定されるが、高反応性とポットライフの
点から、半減期１０時間の温度が４０℃以上、かつ、半減期１分の温度が１８０℃以下の
有機過酸化物が好ましく、半減期１０時間の温度が６０℃以上、かつ、半減期１分の温度
が１７０℃以下の有機過酸化物がより好ましい。接続時間を１０秒以下とした場合、硬化
剤の配合量は十分な反応率を得るためにラジカル重合性物質とフィルム形成材の合計１０
０重量部に対して、０．１～３０重量部とするのが好ましく１～２０重量部がより好まし
い。硬化剤の配合量が０．１重量部未満では、十分な反応率を得ることができず良好な接
着強度や小さな接続抵抗が得られにくくなる傾向にある。配合量が３０重量部を超えると
、接着剤組成物の流動性が低下したり、接続抵抗が上昇したり、接着剤組成物のホットラ
イフが短くなる傾向にある。
【０００７】
硬化剤は、ジアシルパーオキサイド、パーオキシジカーボネート、パーオキシエステル、
パーオキシケタール、ジアルキルパーオキサイド、ハイドロパーオキサイド、シリルパー
オキサイドなどから選定できる。また、回路部材の接続端子の腐食を押さえるために、硬
化剤中に含有される塩素イオンや有機酸は５０００ｐｐｍ以下であることが好ましく、さ
らに、加熱分解後に発生する有機酸が少ないものがより好ましい。具体的には、パーオキ
シエステル、ジアルキルパーオキサイド、ハイドロパーオキサイド、シリルパーオキサイ
ドから選定され、高反応性が得られるパーオキシエステルから選定されることがより好ま
しい。上記硬化剤は、適宜混合して用いることができる。
【０００８】
パーオキシエステルとしては、クミルパーオキシネオデカノエート、１，１，３，３－テ
トラメチルブチルパーオキシネオデカノエート、１－シクロヘキシル－１－メチルエチル
パーオキシノエデカノエート、ｔ－へキシルパーオキシネオデカノエート、ｔ－ブチルパ
ーオキシピバレート、１，１，３，３－テトラメチルブチルパーオキシ－２－エチルヘキ
サノネート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（２－エチルヘキサノイルパーオキシ）ヘキ
サン、１－シクロヘキシル－１－メチルエチルパーオキシ－２－エチルヘキサノネート、
ｔ－へキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノネート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチ
ルヘキサノネート、ｔ－ブチルパーオキシイソブチレート、１，１－ビス（ｔ－ブチルパ
ーオキシ）シクロヘキサン、ｔ－ヘキシルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ
－ブチルパーオキシ－３，５，５－トリメチルヘキサノネート、ｔ－ブチルパーオキシラ
ウレート、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｍ－トルオイルパーオキシ）へキサン、ｔ－
ブチルパーオキシイソプロピルモノカーボネート、ｔ－ブチルパーオキシ－２－エチルヘ
キシルモノカーボネート、ｔ－ヘキシルパーオキシベンゾエート、ｔ－ブチルパーオキシ
アセテート等が挙げられる。
【０００９】
ジアルキルパーオキサイドとしては、α，α’－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）ジイソプ
ロピルベンゼン、ジクミルパーオキサイド、２，５－ジメチル－２，５－ジ（ｔ－ブチル
パーオキシ）ヘキサン、ｔ－ブチルクミルパーオキサイド等が挙げられる。
【００１０】
ハイドロパーオキサイドとしては、ジイソプロピルベンゼンハイドロパーオキサイド、ク
メンハイドロパーオキサイド等が拳げられる。
【００１１】
ジアシルパーオキサイドとしては、イソブチルパーオキサイド、２，４－ジクロロベンゾ
イルパーオキサイド、３，５，５－トリメチルヘキサノイルパーオキサイド、オタタノイ
ルパーオキサイド、ラウロイルパーオキサイド、ステアロイルパーオキサイド、スクシニ
ックパーオキサイド、ベンゾイルパーオキシトルエン、ベンゾイルパーオキサイド等が挙
げられる。
【００１２】
パーオキシジカーボネートとしては、ジ－ｎ－プロピルパーオキシジカーボネート、ジイ
ソプロピルパーオキシジカーボネート、ビス（４－ｔ－ブチルシクロヘキシル）パーオキ
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シジカーボネート、ジ－２－エトキシメトキシパーオキシジカーボネート、ジ（２－エチ
ルヘキシルパーオキシ）ジカーボネート、ジメトキシブチルパーオキシジカーボネート、
ジ（３－メチル－３メトキシブチルパーオキシ）ジカーボネート等が挙げられる。
【００１３】
パーオキシケタールとしては、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）－３，３，５－
トリメチルシクロヘキサン、１，１－ビス（ｔ－ヘキシルパーオキシ）シクロヘキサン、
１，１－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）－３，３，５－トリメチルシクロヘキサン、１，
１－（ｔ－ブチルパーオキシ）シクロドデカン、２，２－ビス（ｔ－ブチルパーオキシ）
デカン等が挙げられる。
【００１４】
シリルパーオキサイドとしては、ｔ－ブチルトリメチルシリルパーオキサイド、ビス（ｔ
－ブチル）ジメチルシリルパーオキサイド、ｔ－ブチルトリビニルシリルパーオキサイド
、ビス（ｔ－ブチル）ジビニルシリルパーオキサイド、トリス（ｔ－ブチル）ビニルシリ
ルパーオキサイド、ｔ－ブチルトリアリルシリルパーオキサイド、ビス（ｔ－ブチル）ジ
アリルシリルパーオキサイド、トリス（ｔ－ブチル）アリルシリルパーオキサイド等が挙
げられる。
【００１５】
これらの加熱により遊離ラジカルを発生する硬化剤は、単独又は混合して使用することが
でき、分解促進剤、抑制剤等を混合して用いてもよい。また、これらの硬化剤をポリウレ
タン系、ポリエステル系の高分子物質等で被覆してマイクロカプセル化したものは、可使
時間が延長されるために好ましい。
【００１６】
本発明で使用するラジカル重合性物質としては、ラジカルにより重合する官能基を有する
物質であり、アクリレート、メタクリレート、マレイミド化合物等が挙げられる。ラジカ
ル重合性物質はモノマー、オリゴマーいずれの状態で用いることが可能であり、モノマー
とオリゴマーを併用することも可能である。
アクリレート（これに対応したメタクリレートも挙げられる）の具体例としては、メチル
アクリレート、エチルアクリレート、イソプロピルアクリレート、イソブチルアクリレー
ト、エチレングリコールジアクリレート、ジエチレングリコールジアクリレート、トリメ
チロールプロパントリアクリレート、テトラメチロールメタンテトラアクリレート、２－
ヒドロキシ－１，３－ジアクリロキシプロパン、２，２－ビス［４－（アクリロキシメト
キシ）フェニル］プロパン、２，２－ビス［４－（アクリロキシポリエトキシ）フェニル
］プロパン、ジシクロペンテニルアクリレート、トリシクロデカニルアクリレート、トリ
ス（アクリロイロキシエチル）イソシアヌレート、ウレタンアクリレート等が挙げられる
。これらは単独又は併用して用いることができ、必要によってはハイドロキノン、メチル
エーテルハイドロキノン類などの重合禁止剤を適宜用いてもよい。また、ジシクロペンテ
ニル基及び／又はトリシクロデカニル基および／またはトリアジン環を有する場合は、耐
熱性が向上するので好ましい。
【００１７】
マレイミド化合物としては、分子中にマレイミド基を少なくとも２個以上含有するもので
、例えば、１－メチル－２，４－ビスマレイミドベンゼン、Ｎ，Ｎ’－ｍ－フェニレンビ
スマレイミド、Ｎ，Ｎ’－ｐ－フェニレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－ｍ－トルイレンビ
スマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－ビフエニレンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－（
３，３’－ジメチル－ビフェニレン）ビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－（３’３’－
ジメチルジフェニルメタン）ビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－（３，３’－ジエチル
ジフェニルメタン）ビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４、４－ジフェニルメタンビスマレイミ
ド、Ｎ，Ｎ’－４，４－ジフェニルプロパンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－３，３’－ジフ
ェニルスルホンビスマレイミド、Ｎ，Ｎ’－４，４－ジフェニルエーテルビスマレイミド
、２，２－ビス（４－（４－マレイミドフェノキシ）フェニル）プロパン、２，２－ビス
（３－ｓ－ブチル－４，８－（４－マレイミドフェノキシ）フェニル）プロパン、１，１
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－ビス（４－（４－マレイミドフェノキシ）フェニル）デカン、４，４’－シクロヘキシ
リデン－ビス（１－（４－マレイミドフェノキシ）－２－シクロヘキシルベンゼン、２，
２－ビス（４－（４－マレイミドフェノキシ）フェニル）ヘキサフルオロプロパン等が拳
げられる。これらは単独でもまた組み合わせても使用できる。
【００１８】
本発明の接着剤組成物には、アクリル酸、アクリル酸エステル、メタクリル酸エステルま
たはアクリロニトリルのうち少なくとも一つをモノマー成分とした重合体又は共重合体を
使用することができ、グリシジルエーテル基を含有するグリシジルアクリレートやグリシ
ジルメタクリレートを含む共重合体系アクリルゴムを併用した場合、応力緩和に優れるの
で好ましい。これらアクリルゴムの分子量（重量平均）は接着剤の凝集力を高める点から
２０万以上が好ましい。
【００１９】
本発明の接着剤組成物には、さらに、充填剤、軟化剤、促進剤、老化防止剤、着色剤、難
燃化剤、チキソトロピック剤、カップリング剤及びフェノール樹脂やメラミン樹脂、イソ
シアネート類等を含有することもできる。
充填剤を含有した場合、接続信頼性等の向上が得られるので好ましい。充填剤の最大径が
導電粒子の粒径未満であれば使用でき、５～６０体積部（接着剤樹脂成分１００体積部に
対して）の範囲が好ましい。６０体積部を超えると信頼性向上の効果が飽和することがあ
り、５体積部未満では添加の効果が少ない。
【００２０】
カップリング剤としてはケチミン、ビニル基、アクリル基、アミノ基、エポキシ基及びイ
ソシアネート基含有物が、接着性の向上の点から好ましい。具体的には、アミノ基を有す
るシランカップリング剤として、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルトリメトキ
シシラン、Ｎ－β（アミノエチル）γ－アミノプロピルメチルジメトキシシラン、γ－ア
ミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－γ－アミノプロピルトリメトキシシラ
ン等が拳げられる。ケチミンを有するシランカップリング剤として、上記のアミノ基を有
するシランカップリング剤に、アセトン、メチルエチルケトン、メチルイソブチルケトン
等のケトン化合物を反応させて得られたものが挙げられる。
【００２１】
本発明の接着剤組成物は導電性粒子が無くても、接続時に相対向する回路電極の直接接触
により接続が得られるが、導電粒子を含有した場合、より安定した接続が得られる。
導電性粒子としては、Ａｕ、Ａｇ、Ｎｉ、Ｃｕ、はんだ等の金属粒子やカーボン等があり
、十分なポットライフを得るためには、表層はＮｉ、Ｃｕ等の遷移金属類ではなくＡｕ、
Ａｇ、白金属の貴金属類が好ましくＡｕがより好ましい。また、Ｎｉ等の遷移金属類の表
面をＡｕ等の貴金属類で被覆したものでもよい。また、非導電性のガラス、セラミック、
プラスチック等に前記した導通層を被覆等により形成し最外層を貴金属類とした場合や熱
溶融金属粒子の場合、加熱加圧により変形性を有するので接続時に電極との接触面積が増
加し信頼性が向上するので好ましい。貴金属類の被覆層の厚みは良好な抵抗を得るために
は、１００オングストローム以上が好ましい。しかし、Ｎｉ等の遷移金属の上に貴金属類
の層をもうける場合では、貴金属類層の欠損や導電粒子の混合分散時に生じる貴金属類層
の欠損等により生じる酸化還元作用で遊離ラジカルが発生し保存性低下を引き起こすため
、３００オングストローム以上が好ましい。そして、厚くなるとそれらの効果が飽和して
くるので最大１μｍにするのが望ましいが制限するものではない。導電性粒子は、接着剤
樹脂成分１００体積部に対して０．１～３０体積部の範囲で用途により使い分ける。過剰
な導電性粒子による隣接回路の短絡等を防止するためには０．１～１０体積部とするのが
より好ましい。
【００２２】
本発明の接着剤組成物をフィルムに成形し、接着剤組成物を２層以上に分割し、加熱によ
り遊離ラジカルを発生する硬化剤を含有する層と導電性粒子を含有する層に分割した場合
、ポットライフの向上が得られる。
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本発明の接着剤組成物は、ＩＣチップとチップ搭載基板との接着や電気回路相互の接着用
のフィルム状接着剤として使用することもできる。すなわち、第一の接続端子を有する第
一の回路部材と、第二の接続端子を有する第二の回路部材とを第一の接続端子と第二の接
続端子を対向して配置し、前記対向配置した第一の接続端子と第二の接続端子の間に本発
明の接着剤組成物（フィルム状接着剤）を介在させ、加熱加圧して前記対向配置した第一
の接続端子と第二の接続端子を電気的に接続させることができる。
このような回路部材としては半導体チップ、抵抗体チップ、コンデンサチップ等のチップ
部品、プリント基板等の基板等が用いられる。
これらの回路部材には接続端子が通常は多数（場合によっては単数でもよい）設けられて
おり、前記回路部材の少なくとも１組をそれらの回路部材に設けられた接続端子の少なく
とも一部を対向配置し、対向配置した接続端子間に本発明の接着剤を介在させ、加熱加圧
して対向配置した接続端子同士を電気的に接続して回路板とする。
回路部材の少なくともｌ組を加熱加圧することにより、対向配置した接続端子同士は、直
接接触により又は接着剤組成物中の導電性粒子を介して電気的に接続することができる。
本発明の接着剤組成物は、接続時に接着剤が溶融流動し相対向する回路電極の接続を得た
後、硬化して接続を保持するものであり、接着剤の流動性は重要な因子である。厚み０．
７ｍｍ、１５ｍｍ×１５ｍｍのガラスを用いて、厚み３５μｍ、５ｍｍ×５ｍｍの回路接
続用樹脂組成物からなる回路用接続材料をこのガラスに挟み、１５０℃、２ＭＰａ、１０
秒で加熱加圧を行った場合、初期の面積（Ａ）と加熱加圧後の面積（Ｂ）を用いて表され
る流動性（Ｂ）／（Ａ）の値は１．３～３．０であることが好ましく、１．５～２．５で
あることがより好ましい。１．３未満では流動性が悪く、良好な接続が得られない場合が
あり、３．０を超える場合は、気泡が発生しやすく信頼性に劣る場合がある。
【００２３】
本発明の接着剤組成物は、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用いた１０℃／ｍｉｎの昇温速度
における測定において、発熱量の立ち上がり温度（Ｔａ）が７０℃～１１０℃の範囲内で
、ピーク温度（Ｔｐ）がＴａ＋５～３０℃であり、かつ終了温度（Ｔｅ）が１６０℃以下
であることが好ましい。
本発明の回路端子の接続方法は、ラジカル重合による硬化性を有する接着剤組成物を接続
端子の表面が、金、銀、銅、白金族の金属、インジユウム－錫酸化物（ＩＴ０）から選ば
れる少なくとも一種から構成される接続端子（電極回路）に形成した後、もう一方の接続
端子（回路電極）を位置合わせし加熱、加圧して接続することができる。
本発明においては、接続端子を支持する基板がポリイミド樹脂等の有機絶縁物質、ガラス
から選ばれる少なくとも一種からなる回路部材及び表面が窒化シリコン、シリコーン化合
物、ポリイミド樹脂、シリコーン樹脂から選ばれる少なくとも一種でコーティングもしく
は付着した回路部材に対して特に良好な接着強度が得られる電気・電子用の接着剤組成物
の提供が可能となる。
【００２４】
【実施例】
（参考例１）
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂とビスフェノールＡからガラス転移温度が８０℃のフ
ェノキシ樹脂を合成した。この樹脂５０ｇを、重量比でトルエン（沸点１１０．６℃、Ｓ
Ｐ値８．９０）／酢酸エチル（沸点７７．１℃、ＳＰ値９．１０）＝５０／５０の混合溶
剤に溶解して、固形分４０重量％の溶液とした。固形重量比でフェノキシ樹脂５０ｇ、ジ
シクロペンテニルジアルコールジアクリレート４９ｇ、リン酸エステル型アクリレート１
ｇ、ｔ－ヘキシルパーオキシ－２－エチルヘキサノネート５ｇとなるように配合し、導電
性粒子を５体積％配合分散させ、厚み８０μｍの片面を表面処理したＰＥＴ（ポリエチレ
ンテレフタレート）フィルムに塗工装置を用いて塗布し、７０℃、１０分の熱風乾燥によ
り、接着剤層の厚みが２０μｍのフィルム状接着剤組成物を得た。
【００２５】
（実施例１）
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　臭素化ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂とビスフェノールＡからガラス転移温度が１１
０℃のフェノキシ樹脂を合成したほかは参考例１と同様にしてフィルム状接着剤組成物を
得た。
【００２６】
（実施例２）
　ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂とビスフェノールＳからガラス転移温度が１３０℃の
フェノキシ樹脂を合成したほかは参考例１と同様にしてフィルム状接着剤組成物を得た。
【００２７】
（実施例３）
　臭素化ビスフェノールＡ型エポキシ樹脂と臭素化ビスフェノールＳからガラス転移温度
が１６０℃のフェノキシ樹脂を合成したほかは参考例１と同様にしてフィルム状接着剤組
成物を得た。
【００２８】
（比較例１）
　ビスフェノールＦ型エポキシ樹脂とビスフェノールＡからガラス転移温度が６０℃のフ
ェノキシ樹脂を合成したほかは参考例１と同様にしてフィルム状接着剤組成物を得た。
【００２９】
（比較例２）
　分子内に複素環を有するエポキシ樹脂と臭素化ビスフェノールＡからガラス転移温度が
２０５℃のフェノキシ樹脂を合成したほかは参考例１と同様にしてフィルム状接着剤組成
物を得た。
【００３０】
（回路の接続）
バンプ面積５０μｍ×５０μｍ、ピッチ１００μｍ、高さ２０μｍの金バンプを配置した
ＩＣチップと厚み１．１ｍｍのガラス上にインジユウム－錫酸化物（ＩＴＯ）を蒸着によ
り形成したＩＴＯ基板（表面抵抗＜２０Ω／□）とを、上記接着剤組成物を用い１６０℃
、１００ＭＰａ（バンプ面積当たり）で１０秒間加熱加圧して接続した。このとき、液状
の接着剤組成物はＩＴＯ基板上に塗布し、フィルム状接着剤組成物はあらかじめｌＴＯ基
板上に、接着剤組成物の接着面を貼り付けた後、７０℃、０．５ＭＰａで５秒間加熱加圧
して仮接続し、その後、ＰＥＴフィルムを剥離してＩＣチップと接続した。
【００３１】
（接続抵抗の測定）
回路の接続後上記接続部の電気抵抗値を、初期と、－４０℃／３０ｍｉｎと１００／３０
ｍｉｎの温度サイクル槽中に５００サイクル保持した後に２端子測定法を用いマルチメー
タで測定した。その測定結果を表1に示した。
【００３２】
【表１】

【００３３】
　表１よりフィルム形成剤のガラス転移温度（Ｔｇ）が８０～２００℃である参考例１、
実施例１～３は、Ｔｇが６０℃の比較例１とＴｇが２０５℃の比較例２に比べ接続抵抗値
の温度サイクル後の接続抵抗値が低く優れた電気接続を示す。
【００３４】
【発明の効果】
本発明によれば、接続端子を支持する基板がポリイミド樹脂等の有機絶縁物質、ガラスか
ら選ばれる少なくとも一種からなる回路部材及び表面がシリコーン樹脂、ポリイミド樹脂
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から選ばれる少なくとも一種でコーティングもしくは付着した回路部材に対して良好な接
着強度が得られる電気・電子用の接着剤組成物の提供が可能となる。
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